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※１、2020年３月期から2022年３月期は単体決算となっております。
※２、2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しておりますので、2022年３月期以降は、当該会計基準などを適用した後の数値となっております。
※３、2023年７月より再び連結決算に移行しております。
※４、店舗数はFC店舗も含みます。

2026年
３月期

2025年
３月期

2024年
３月期

2023年
３月期

2022年
３月期

2021年
３月期

2020年
３月期

42店舗46店舗47店舗50店舗36店舗43店舗87店舗



3,1522,7912,442
2,2531,9931,646

△1,438△462△587
△1,591△504△568
△5,062△602△655
△5,135△737△712
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海帆 直営
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71.4％71.4％67.4％
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5,0164,5763,616

4,5233,0932,726

1,9642,1231,724

4931,482890

4.9％30.7％24.6％

55.8％39.8％58.8％

16.3％22.6％40.0％

※自己資本比率 ＝ 自己資本 ÷ 総資本（他人資本＋自己資本）×100（％）
流動比率 ＝ 流動資産 ÷ 流動負債×100（％）
現預金比率 ＝ 現預金 ÷ 流動負債×100（％）
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進捗状況開示資料名開示日

2025年４月１日効力発生日をもって完全子会社化が完了。
現地SPC（K.S. Hydropower Private Limited）の設立及び８か所の水力発電所建設に係る権利
譲渡も完了。
その後2025年11月にネパール政府のSNS規制等を背景に本事業を一時停止し特別損失を計上、
同年12月に事業再開を決定。
プロジェクト１番の竣工を2025年12月→2026年６月、収益発生を2026年１月→７月に変更。
2026年３月期にのれん減損（約33.5億円）を計上。

簡易株式交換による株式会社NEPAL HYDRO POWER HOLDINGSの完全子会社化
完了に関するお知らせ2025/04/02

基本合意書を締結後、合弁会社「株式会社Rock海帆」を設立（2026年１月13日に設立登記完了、
海帆の出資比率40％）。
台湾大手半導体メーカーの日本国内データセンター向けPPA案件を企図。

GreenRock Energy Co.,Ltdとの再生可能エネルギー事業に関する基本合意書締結に
関するお知らせ2025/04/22

基本合意書を締結。
2025年12月のネパール事業再開決定に伴い本件も改めて協議を再開し、ネパール共和国エネ
ルギー庁を交えた協議を進め、本事業への一部出資について検討を進めることとした。

BITMAIN社とのネパール水力発電事業に関する基本合意書締結に関するお知らせ2025/05/22

基本合意書を締結後、当社の資金繰りから金銭消費貸借契約により109百万円を借入。この借
入における返済期日が過ぎたことから返済期日の延⾧に係る協議を進めてきたが不調に終わり、
2026年４月27日に名古屋地方裁判所より差押命令を受ける。

株式会社FitFounderとの業務提携に関する基本合意書締結に関するお知らせ2025/05/30

基本合意書を締結。
太陽光発電所50MW・蓄電所50MW・風力発電所30MWの開発を計画。
2026年３月期通期で太陽光約23.1億円・蓄電池約30.25億円（合計53.35億円・税込）の売上寄
与を計画しておりましたが、当社に資金調達計画の遅れから、現時点において売上計上まで至
らず。

中国建材国際工程集団有限公司との再生可能エネルギー事業に関する基本合意書締
結のお知らせ2025/06/24

蓄電池事業へ参入。
自社保有型として鹿児島県霧島市の蓄電所（2MW/8MWh、TOFU合同会社が開発・建設、
2027年６月運転開始予定）を取得予定。

蓄電池事業の開始及び固定資産の取得に関するお知らせ2025/06/24

系統用蓄電所の開発・販売で協業し年間10件の事業化を目標。
エコ革社側が諸条件の調整を理由に実施時期を改めて検討（2025年10月16日付で開始延期）。
2026年3月10日に（開示事項の経過）を開示。
提携自体は維持しつつ、当社の資金調達後、本格的に進める予定。

株式会社エコ革との業務提携に関するお知らせ2025/07/15

業務委託契約を締結。
Birdman社の総合プロデュースにより、KAIHAN CUP 関連事業を推進。

株式会社 Birdmanとの業務委託契約締結に関するお知らせ2025/10/17

覚書の締結。海外における飲食事業及び再生可能エネルギー事業について協議を継続。UTT Group Corps との業務提携に関する覚書締結に関するお知らせ2026/02/20

小売電気事業者どんぐり電力の株式49％を取得し取締役会の過半数指名により子会社化。
取得価額5,000万円、取得予定日2026年４月１日。
電力アグリゲーション機能の内製化によりPPA事業の収益改善を図る。

小売電気事業者である株式会社どんぐり電力の株式の取得（子会社化）に関するお
知らせ2026/03/05
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※２ 売電開始済みの年間発電量予想17,160,614kwhは、連系・売電を開始した物件の当初予想の年間発電量を示しております。
※３ 取得実績における282件は本件における包括契約締結分（50件）を含んでおり、現時点において17件の個別契約未締結分

があります。

（2026年６月１日現在）



19Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.

海帆

株式会社NEPAL HYDRO
POWER HOLDINGS

NEPAL HYDRO 
POWER PLANT Pvt. Ltd

KS HYDRO POWER
Pvt. Ltd

SURYA MAINA 
HOLDING Pvt. Ltd.
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株式会社海帆

K.S. Hydropower 
Private Limited

株式会社
NEPAL HYDRO 

POWER HOLDINGS

当社子会社

NEPAL HYDRO 
POWER PLANT

Pvt. Ltd

現地子会社

Surya Maina 
Holdings Pvt. Ltd

現地協力会社

51％出資

49％出資

ネパール共和国
各種支援

ネパール政府

ネパール共和国

現地の銀行
リファイナンス（予定）

EPC事業者

非公開

事業費の75％
建中立替

オフテイカー

ネパール国営電力公社
など

売電契約

設立SPC
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※出典:一般社団法人日本フードサービス協会
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J社
（飲食事業）Y社当社

（飲食事業）

112.5％113.1％101.4％売上高前年比

11140142期末店舗数（店）

※当社と同様に愛知県の上場企業であり、若年層、サラリーマン層への居酒屋業態を行っている会社を対象として比較
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※出典:経済産業省 2030年度におけるエネルギー需給の見通し 2019年 2030年
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※出典:経済産業省 今後の再生可能エネルギー政策について
ｐ.8「2030年エネルギーミックスに対する関係省庁施策の進捗状況」の注記を参照する。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/074_01_00.pdf



31

※出典:World Energy Outlook 2025 レポート 抜粋
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※出典:株式会社リクルートホットペッパービューティーアカデミー調べ
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※出典:株式会社リクルートホットペッパービューティーアカデミー調べ
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※出典:BCG The Six Types of Medical Aesthetics Consumers, and How to Serve Them All

※ 推定宣材顧客数は、25歳から64歳までの人口に基づき所得の中央値の50％未満で生活する人を除外しています。
また、美容及びメディカルエステティック製品に精通している人を考慮して算出しています。
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※１ 正式名称を「メディカル・サービス法人」と言い、医療機関の経営形態の一つでありクリニックや歯科医院の経営者が設立する法人です。
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ラーメン
業態 とんかつ業態
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再生可能エネルギーを活用した⾧期売電契約締結のお知らせ

簡易株式交換による株式会社NEPAL HYDRO POWER HOLDINGS
の完全子会社化に関するお知らせ



42Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.



43

売上を最大に伸ばし、経費を最小に抑えることで、
最大の利益を確保するという考えに基づき、売上高成
⾧率並びに収益性を明確に表す売上高経常利益率を経
営指標としています。

2026年３月期においては、太陽光発電設備の継続
的な取得により売上高および利益の増加を見込んでお
りましたが、設備取得に関わる資金調達が難航した結
果、建設済み設備は予定の約半分となりました。

また、更なる利益増加のために新規事業の拡大に努
めておりますが、必要な手続きや資格等により期中は
最低限の利益増加となっております。※売上高成⾧率 ＝（当期売上高－前期売上高）÷前期売上高×100

※売上高経常利益率 ＝ 経常利益÷売上高×100

経営上の目標達成状況を判断するための客観的指標など

Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.
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支払時期新株予約権
（百万円）

無担保
普通社債

（百万円）
具体的な資金使途

2026年２月～2026年３月449運転資金

2026年２月32太陽光発電設備の取得を目的とした子会社への出資金

2026年２月3連結子会社への貸付け
（メディカル事業における成⾧加速及び事業基盤拡大）

2026年３月515借入金返済

2026年３月～2027年７月750社債の償還

2026年３月～2027年６月488運転資金

2026年４月～2026年９月48太陽光発電設備の取得を目的とした子会社への出資金

2026年４月～2027年３月5水力発電設備の取得を目的とした子会社への貸付け

2026年４月～2027年６月126連結子会社への貸付け
（メディカル事業における成⾧加速及び事業基盤拡大）

2026年４月～2026年12月77借入金の返済

第三者割当による第９回新株予約権（行使価格修正条項付）、第２
回無担保普通社債及び第３回無担保普通社債の発行に関するお知らせ」

Copyright © 2025 kaihan co., Ltd. All rights reserved.



45

前年差異
2027/3期
累計期間

2026/3期
累計期間

2025/3期
累計期間

連結連結連結

ーー3,1522,791売上高

ーー2,2531,993売上総利益

ーー△1,438△462営業損益

ーー△1,591△504経常損益

ーー△5,135△737親会社株主に帰属する
当期純損益

（単位:百万円）
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■事業環境に関するリスク

対策
顕現化した

場合の
影響度

顕現化の
期間

顕現化の
可能性主要なリスク

複数の事業展開を視野に入れる大中⾧期大景気の低迷や消費の不況、
業態の低迷など市場の動向

市場の動向を素早く見極めサービスやメ
ニューの向上、業態の変更などを行っていく大中⾧期大他業界と比べ、参入障壁が低いため、新規

参入が多い競合他社

複数の事業展開を視野に入れる中中⾧期中
国のエネルギー政策が変更され、電力の固
定価格買取制度における買取価格の引き下
げや、買取年数の短縮等が生じた場合

国のエネルギー政策につ
いて

複数の事業展開を視野に入れる中中⾧期中

再生可能エネルギー事業に関して、太陽光
発電所の発電量は、気象条件により左右さ
れます。日照時間の減少は太陽光発電所に
おいては売電収入の減少に直結する

気候変動リスクについて

パネル損傷については、新たなパネルへの交
換可能な体制を構築している
災害に関しては、地域の分散化を行っている

中中⾧期中
再生可能エネルギー事業に関して、天災や
火災等の事故により太陽光パネルの損傷等
が生じた場合に売電収入が減少する

災害リスク

海外事業においては、国や地域の分散を検討
している中～大中⾧期中

事業活動を行う国や地域の政治・経済・社
会情勢により生じる予期せぬ事態や、政権
交代による法令の改正等

カントリーリスク

Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.
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■事業展開及び当社サービスに関するリスク

対策
顕現化した

場合の
影響度

顕現化の
期間

顕現化の
可能性主要なリスク

出店候補地の立地特性、賃貸条件、売上予測、
投資採算性等を慎重に検討し１つのエリアに
とらわれず、柔軟な出店政策を行う

中中⾧期小出店地を確保できない可能性出店政策

市場調査を十分に行い、市場ニーズにあった
業態開発を行う。また、複数の業態をもつこ
とで、リスク分散を図る。

大中⾧期中市場ニーズ及び消費者嗜好の変化業態開発

出店候補地の立地特性、賃貸条件、売上予測、
投資採算性等を慎重に検討し１つのエリアに
とらわれず、柔軟な出店政策を行う

中中⾧期小出店地を確保できない可能性出退店時の費用

市場調査を十分に行い、市場ニーズにあった
業態開発を行う。また、複数の業態をもつこ
とで、リスク分散を図る。

大中⾧期中市場ニーズ及び消費者嗜好の変化人材の確保及び育成

Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.
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■法的規制及び知的財産などに関するリスク

対策
顕現化した

場合の
影響度

顕現化の
期間

顕現化の
可能性主要なリスク

各店舗。事務所では食品衛生管理者の設置を
管轄保健所に届け出ている。また、日常的な
清掃や消毒などのチェックは、内部監査やエ
リアマネージャーを通じて行っていく。

中中⾧期大食中毒や飲食物を起因とする伝染病などの
発症食品衛生管理

時間外労働の上限規制、年次有給休暇の取得
など、半月ごとにチェックを行い、違反の無
いよう管理する。

大中⾧期中労働関連法規制の違反労働関係

日々の営業において、食品廃棄物の発生量抑
制、減量に努め、資源ごみの分別なども適時
行う。

中中⾧期小食品リサイクル法の法的規制強化による、
設備投資等の費用発生

食品循環資源の再利用等
の促進に関する法律

各店舗における届出等、当該法令に定める事
項の厳守に務める大中⾧期中深夜０時以降も営業する飲食店に対する法

的規制
風俗営業等の規制及び業
務の適正等に関する法律

お客様からいただくアンケートに記載されて
いる情報、採用した従業員の情報など多数の
個人情報は、社内規制に則った厳重な管理体
制のもと管理を行う。

大中⾧期中個人情報の外部漏洩個人情報保護に関して

外部の専門家を通じて第三者の商標権などを
侵害していないか確認し、侵害する恐れのあ
る名称の使用は避ける。

中中⾧期小第三者の商標権侵害商標などに関して

Copyright © 2026 kaihan co., Ltd. All rights reserved.
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■事業運営体制に関するリスク

対策
顕現化した

場合の
影響度

顕現化の
期間

顕現化の
可能性主要なリスク

当社は、特定の食材に依存した事業には偏っ
ておらず、食材の安全かつ安定的な確保に取
り組む

中中⾧期中
天候不順による農作物の不作や政府による
セーフガードの発動等供給関係の変動に伴
う市場変動

食材の安全性及び安定供
給並びに価格高騰など

経済情勢や金利動向、財政バランスを総合的
に勘案し、有利子負債の適正水準の維持に努
める

大中⾧期中出店等における設備投資資金金利変動の影響

物件の契約締結時、物件の立地条件を細かく
調査し、物件所有者の信用状況の確認を十分
に行う

中中⾧期大
物件の契約満了もしくは中途解約時、敷金
及び保証金の全部又は一部が返還されない
可能性

敷金及び保証金

店舗の売上、食材の受発注、勤怠管理など、
専門の外部業者に委託するとともに、バック
アップ体制を十分に構築する

大中⾧期中
火災や機械の故障、コンピューターウイル
スなどにより、事業の運営に係るデータの
損害が生じる

システム障害

問屋物流など、仕入れの分散化も考えられる
が、業務の効率化や大量仕入れによる仕入額
の削減など、十分な検討を行い選択していく

大中⾧期中物流のアウトソーシング仕入依存度

店舗の出店もしくは、改装や業態変更など、
その事業に対しての収益性を慎重に検討し、
収益性の確保を行う

中中⾧期大
店舗の収益性が悪化し、事業計画と業績が
大きく乖離した場合、減損損失を計上する
可能性がある

減損損失
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■事業運営体制に関するリスク

対策
顕現化した

場合の
影響度

顕現化の
期間

顕現化の
可能性主要なリスク

災害に備えた保険加入や、店舗の修繕費用等
を事前に見積もり、最低限の費用をは確保す
るよう努める

大中⾧期中
地震、台風、洪水などによる、店舗の損壊
による修繕や道路の破壊などによる物流網
の遮断等

自然災害

感染症による業績の影響を受けにくい事業展
開を検討していく大中⾧期大新型コロナウイルス感染症のような、感染

症等の拡大による事業への影響感染症等の拡大
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